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岩谷産業株式会社 

 
本内容は、法令及び当社定款第 16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.iwatani.co.jp/）に掲載しております。 
会計監査人及び監査役が監査報告を作成する際に行った監査の対象に含まれています。 
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連結株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで） 
（単位：百万円） 

 

 
株 主 資 本 

資  本  金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 20,096 18,077 96,455 △1,508 133,121 

当期変動額      

剰余金の配当   △2,708  △2,708 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

  19,221  19,221 

自己株式の取得    △13 △13 

自己株式の処分  0  0 0 

連結子会社株式の取得に
よ る 持 分 の 増 減 

 △1,397   △1,397 

持分法適用会社に対する 
持分変動に伴う自己株式の増減  

   0 0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

     

当期変動額合計 － △1,397 16,512 △13 15,101 

当期末残高 20,096 16,680 112,968 △1,521 148,223 
  

 

その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損 益 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 19,593 △58 1,548 203 21,287 11,491 165,901 

当期変動額        

剰余金の配当       △2,708 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

      19,221 

自己株式の取得       △13 

自己株式の処分       0 

連結子会社株式の取得に
よる持分の増減 

      △1,397 

持分法適用会社に対する 
持分変動に伴う自己株式の増減  

      0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

△3,309 719 △1,571 59 △4,101 △2,914 △7,016 

当期変動額合計 △3,309 719 △1,571 59 △4,101 △2,914 8,085 

当期末残高 16,283 661 △22 263 17,186 8,577 173,986 
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連結注記表 
  

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

（イ）連結子会社の数    107社 

（ロ）主要な連結子会社の名称 

主要な連結子会社の名称については、事業報告中「１．企業集団の現況に関する事項（5）重要な親会

社及び子会社の状況②重要な子会社の状況」に記載しております。 

なお、当連結会計年度に連結子会社が２社増加しました。 

増加については、重要性が増したことにより、新たに連結の範囲に含めたものです。 

（2）主要な非連結子会社名及び連結の範囲から除いた理由 

イワタニガスエンジニアリング㈱ほか非連結子会社はいずれも小規模であり、総資産の合計額、売上高

の合計額、当期純損益の合計額（持分に見合う額）及び利益剰余金等の合計額（持分に見合う額）は、

いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なり、決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当該子会社

の計算書類を使用している子会社は次のとおりであります。 
  

連 結 子 会 社 名 決算日 

DALIAN IWATANI GAS MACHINERY CO., LTD. 
（ 大 連 岩 谷 气 体 机 具 有 限 公 司 ） 

12月末日 

そ の 他 の 海 外 子 会 社  2 8 社 12月末日 
  

（4）議決権の過半数を自己の計算において所有している会社のうち子会社としなかった会社名と理由 

該当事項はありません。 

（5）支配が一時的であると認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財産又は損益に関する

事項 

該当事項はありません。 

（6）開示対象特別目的会社に関する事項 

該当事項はありません。 
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２．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した会社名と数 

イワタニ福岡ガスセンター㈱等非連結子会社52社、日鉱液化ガス㈱等関連会社39社、合計91社の投資に

ついては持分法を適用しております。 

なお、当連結会計年度に持分法適用会社が１社増加し、８社減少しました。 

増加については、株式購入によるものです。 

減少については、３社は連結子会社との合併、２社は重要性が増したことにより新たに連結の範囲に

含めたもの、１社は重要性が相対的に低下したことによるもの、１社は清算によるもの、１社は株式

譲渡によるものです。 

（2）持分法を適用しない会社名と理由 

持分法を適用していない関連会社の主要な会社は次のとおりであります。 

甲賀協同ガス㈱ 

静岡ガスセンター㈱ 

大阪マルヰガス㈱ 

これらの関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

（3）議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等のうち関連会社としな

かった会社名と理由 

該当事項はありません。 

（4）持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項 

決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の直近の事業年度に係る計算書類を使用してお

ります。 
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３．会計方針に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券 

1）満期保有目的の債券……… 償却原価法（定額法) 

2）その他有価証券  

・時価のあるもの………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

・時価のないもの………… 移動平均法による原価法 

（ロ）デリバティブ………………… 時価法 

（ハ）たな卸資産  

通常の販売目的で保有する  

たな卸資産………………… 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 1）商品 

  主として先入先出法 

 2）製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 

  主として移動平均法 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産………………… 主として定率法 

   （リース資産を除く） ただし、以下のものは定額法 

 1）当社の堺ＬＰＧ貯蔵基地、水素ステーションに係る有形固定資産 

 2）一部の連結子会社の高圧ガス製造設備等 

 3）1998年４月１日以後に取得した建物 

   (建物附属設備を除く) 

 4）2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物 

（ロ）無形固定資産………………… 定額法 

 なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法 

（ハ）リース資産  

  所有権移転外  

ファイナンス・リース…… リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

 なお、リース契約１件あたりのリース料総額が３百万円以下の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

（ニ）長期前払費用………………… 均等償却 
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（3）重要な引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金…………………… 売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（ロ）賞与引当金…………………… 従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額を計上しておりま

す。 

（ハ）役員退職慰労引当金………… 一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。 

（ニ）訴訟損失引当金……………… 訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積

り、必要と認められている額を計上しております。 

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（イ）退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12〜14年）によ

る定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12〜14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ

るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

（ロ）重要なヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を、金利スワップについては特例処理を採用しております。 

（ハ）のれんの償却に関する事項 

のれんについては、発生の連結会計年度より10年以内で均等償却を行っております。 

（ニ）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（ホ）連結計算書類に記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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表示方法の変更に関する注記 

「『税効果会計に係る基準』の一部改正」の適用 

 「『税効果会計に係る基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月16日）を当連結会計年度から適  

 用しており、繰延税金資産は投資その他の資産に区分表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しており 

 ます。 

 

連結貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産 

（1）債務の担保に供している資産は次のとおりです。 

   （差入資産の種類） 

 建 物 及 び 構 築 物 1,262 百万円 （ 416 百万円） 

 貯 蔵 設 備 6  〃 （ 6  〃 ） 

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 139  〃 （ 139  〃 ） 

 工 具 、 器 具 及 び 備 品 1  〃 （ 1  〃 ） 

 土 地 2,740  〃 （ 660  〃 ） 

 投 資 有 価 証 券 551  〃 （ －  〃 ） 

 合 計 4,701 百万円 （ 1,224 百万円） 

   （債務の種類） 

 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 554 百万円 （ － 百万円） 

 短 期 借 入 金 140  〃 （ －  〃 ） 

 長 期 借 入 金 
（１年内返済予定分を含む） 

518  〃 （ 310  〃 ） 

 合 計 1,213 百万円 （ 310 百万円） 

※上記のうち、（ ）内は、内数で工場財団抵当（工場抵当を含む）に供されている資産並びに当該債務

を表示しております。 
  
（2）第三者の借入等に対する担保に供している資産は次のとおりです。 

   （差入資産の種類） 

 投 資 有 価 証 券 480 百万円 
  

２．有形固定資産の減価償却累計額 208,524 百万円 
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３．圧縮記帳額 

国庫補助金等による圧縮記帳額は6,177百万円であり、連結貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除し

ております。なお、内訳は次のとおりです。 

 建 物 及 び 構 築 物 580 百万円  

 貯 蔵 設 備 421  〃  

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 5,088  〃  

 工 具 、 器 具 及 び 備 品 75  〃  

 ソ フ ト ウ エ ア 
（無形固定資産「その他」） 

 
10  〃 

 

 合 計 6,177 百万円  

 

４．保証債務 

下記の関係会社等の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を行っております。 

   （関係会社） 

 蘇 州 金 生 機能 材 料有 限 公司 65 百万円  

 小 計 65 百万円  

   （ローン関係） 

 住 宅 ロ ー ン 3 百万円  

 小 計 3 百万円  
     

 合 計 69 百万円  

  
５．受取手形裏書譲渡高 

 受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 18 百万円  

  

６．連結会計年度末日満期手形 

当連結会計年度末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。なお、当該満期手形は次のとおりであります。 

 受 取 手 形 3,132 百万円  
 電 子 記 録 債 権 

166 百万円 
 

 （流動資産「受取手形及び売掛金」）  
 

 支 払 手 形 4,317 百万円  
 電 子 記 録 債 務 6,057 百万円  
 設 備 支 払 手 形 

198 百万円 
 

 （ 流 動 負 債 「 そ の 他 」 ）  
 設 備 電 子 記 録 債 務 

192 百万円 
 

 （ 流 動 負 債 「 そ の 他 」 ）  
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連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の総数に関する事項 （単位：株） 
  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 50,273,005 － － 50,273,005 

 

２．自己株式の数に関する事項 （単位：株） 
  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 1,068,451 3,605 154 1,071,902 

 
  

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取請求による増加 2,872株 

持分法適用会社が取得したこと等による 
自己株式（当社株式）の当社帰属分の増加 

733株 

  
減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少 92株 

持分法適用会社に対する持分変動に伴う 
自己株式（当社株式）の減少 

62株 
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３．剰余金の配当に関する事項 

（1）当連結会計年度中に行った剰余金の配当 
  

決   議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

基 準 日 効力発生日 

2018年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 2,708 55 2018年３月31日 2018年６月28日 

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 2019年６月19日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。 
  

株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
 (円) 

基 準 日 効力発生日 

普通株式 利益剰余金 3,201 65 2019年３月31日 2019年６月20日 

  
４．新株予約権等に関する事項 
                                            （単位：株） 

会 社 名 内 訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数 

当連結会計 
年度期首 

増 加 減 少 
当連結会計 
年 度 末 

岩谷産業㈱ 

2020 年 満期
ユーロ円建
転換社債型
新株予約権
付社債 

普通株式 8,108,108 20,651 － 8,128,759 

合     計 8,108,108 20,651 － 8,128,759 

（注）１．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記  

     載しております。 

    ２．転換価格を調整したことに伴い、目的となる株式の数が増加しました。 
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金の運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入や社債の  

発行により資金を調達しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

借入金及び社債の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。なお、デリ

バティブは社内管理規程に従い実需の範囲で行うこととしております。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。 
（単位：百万円） 

  

 
連結貸借対照表 
計  上  額 

時  価 差  額 

（1）現金及び預金 19,947 19,947 － 

（2）受取手形及び売掛金 122,179 122,179 － 

（3）投資有価証券    

 ①その他有価証券 43,438 43,438 － 

 ②関係会社株式 4,866 4,516 △350 

資産 計 190,432 190,082 △350 

（1）支払手形及び買掛金 72,512 72,512 － 

（2）電子記録債務 25,873 25,873 － 

（3）短期借入金 23,064 23,064 － 

（4）社債 35,046 35,462 415 

（5）長期借入金 64,293 64,700 407 

負債 計 220,790 221,613 822 

デリバティブ取引※    

 ①ヘッジ会計が適用されていないもの 6 6 － 

 ②ヘッジ会計が適用されているもの 932 932 － 

デリバティブ取引 計 938 938 － 
  

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、（ ）で示しております。 
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（注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
  資 産 

  （1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金 

  これらは、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿  

  価額によっております。 

  （3）投資有価証券 

  株式は取引所の価格によっております。 
  負 債 

  （1）支払手形及び買掛金、（2）電子記録債務、（3）短期借入金 

  これらは、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿  

  価額によっております。 

  （4）社債 

  市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を新規に同様 

  の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  （5）長期借入金 

  元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により 

  算定しております。 
  デリバティブ取引 

取引の対象物の種類ごとに、取引先金融機関から提示された価格等によっております。 

  

（注）２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
（単位：百万円） 

  

区分 連結貸借対照表計上額 

  満期保有目的の債券 180 

  非上場株式 1,913 

  関係会社株式 11,721 

  関係会社出資金 1,424 
  

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。 
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賃貸等不動産に関する注記 

 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

  

１株当たり情報に関する注記 

   １株当たり純資産額 3,361円 91銭 

   １株当たり当期純利益 390円 62銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
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株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで） 

（単位：百万円） 
  

 

株 主 資 本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 
合 計 資 本 

準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

そ の 他 利 益 
剰  余  金 利 益 

剰余金 
合 計 固定資産 

圧縮積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 20,096 5,100 12,912 18,012 299 48,905 49,205 △1,429 85,884 

当期変動額          

剰余金の配当      △2,708 △2,708  △2,708 

当期純利益      10,626 10,626  10,626 

固定資産圧縮積立金の取崩     △9 9 －  － 

自己株式の取得        △10 △10 

自己株式の処分   0 0    0 0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

         

当期変動額合計 － － 0 0 △9 7,926 7,917 △10 7,906 

当期末残高 20,096 5,100 12,912 18,012 290 56,832 57,123 △1,440 93,791 

  

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額等 
合      計 

当期首残高 18,675 △95 18,579 104,464 

当期変動額     

剰余金の配当    △2,708 

当期純利益    10,626 

固定資産圧縮積立金の取崩    － 

自己株式の取得    △10 

自己株式の処分    0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

△3,182 824 △2,357 △2,357 

当期変動額合計 △3,182 824 △2,357 5,549 

当期末残高 15,492 728 16,221 110,013 
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個別注記表 
  

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

（イ）子会社株式及び関連会社株式… 移動平均法による原価法 

（ロ）満期保有目的の債券…………… 償却原価法（定額法） 

（ハ）その他有価証券  

・時価のあるもの……………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

・時価のないもの……………… 移動平均法による原価法 

（2）デリバティブ……………………… 時価法 

（3）たな卸資産 

通常の販売目的で保有する  

たな卸資産……………………… 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

  商品 

  先入先出法 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産……………………… 定率法 

（リース資産を除く） ただし、以下のものは定額法 

 （イ）堺ＬＰＧ貯蔵基地、水素ステーションに係る有形固定資産 

 （ロ）1998年４月１日以後に取得した建物 

   （建物附属設備を除く） 

 （ハ）2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物 

（2）無形固定資産……………………… 定額法 

（リース資産を除く） なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

（3）リース資産 

所有権移転外  

ファイナンス・リース………… リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

なお、リース契約１件あたりのリース料総額が３百万円以下の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

（4）長期前払費用……………………… 均等償却 
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３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金………………………… 売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金………………………… 従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額を計上しておりま

す。 

（3）退職給付引当金…………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産に基づき、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの 

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま

す。 

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（14年）による定額法により按分した額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存 

勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により按分した額を 

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表におけ

る取り扱いが連結貸借対照表と異なります。 

  

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を、金利スワップについては特例処理を採用しております。 

（2）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（3）計算書類に記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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表示方法の変更に関する注記 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用 

  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）を当事業年度 

 から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に 

 表示する方法に変更しております。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産 

    第三者の借入等に対する担保に供している資産は次のとおりです。 
   （差入資産の種類） 

 投 資 有 価 証 券 480 百万円  

  

２．有形固定資産の減価償却累計額 81,021 百万円 

 

３．圧縮記帳額 

国庫補助金等による圧縮記帳額は4,742百万円であり、貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除して 

おります。なお、内訳は次のとおりです。 

 建 物 211 百万円  

 構 築 物 142  〃  

 貯 蔵 設 備 421  〃  

 機 械 及 び 装 置 3,813  〃  

 車 両 運 搬 具 83  〃  

 工 具 、 器 具 及 び 備 品 68  〃  

 ソ フ ト ウ エ ア 2  〃  

 合 計 4,742 百万円  
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４．保証債務 

下記の関係会社の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を行っております。 

   (関係会社) 

 イワタニインダストリアルガスインドネシア会社  639 百万円  

 山口リキッドハイドロジェン㈱ 468  〃  

 合 計 1,107 百万円  

  

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務で、区分掲記されたもの以外は次のとおりであります。 

 短 期 金 銭 債 権 25,453 百万円  

 長 期 金 銭 債 権 992 百万円  

 短 期 金 銭 債 務 26,353 百万円  

 長 期 金 銭 債 務 95 百万円  

  

６．事業年度末日満期手形 

当事業年度末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして 

処理しております。なお、当該満期手形は次のとおりであります。 

 受 取 手 形 2,529 百万円  

 支 払 手 形 756 百万円  

 電 子 記 録 債 務 6,057 百万円  

 設 備 電 子 記 録 債 務 

(流動負債「その他」 ) 

 

192 

 

百万円 

 

 

損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

 売 上 高 122,329 百万円  

 仕 入 高 95,625 百万円  

 そ の 他 の 営 業 取 引 高 21,252 百万円  

 営業取引以外の取引高 7,612 百万円  
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株主資本等変動計算書に関する注記 

  自己株式の数に関する事項 （単位：株） 
  

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 1,020,246 2,872 92 1,023,026 

       
    （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取請求による増加            2,872株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少               92株 

 

税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産 

 貸倒引当金 192 百万円  

 賞与引当金 621  〃  

 未払事業税 147  〃  

 投資有価証券評価損 230  〃  

 関係会社株式評価損 74  〃  

 減損損失 614  〃  

 不動産信託解約損 328  〃  

 退職給付引当金 413  〃  

 その他 844  〃  

 繰延税金資産小計 3,467 百万円  

 評価性引当額 △1,498 百万円  

 繰延税金資産合計 1,969 百万円  

 

      繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △6,635 百万円  

 固定資産圧縮積立金 △127  〃  

 その他 △704  〃  

 繰延税金負債合計 △7,467 百万円  
     

 繰延税金負債純額 △5,498 百万円  
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 30.5 ％  

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.7 ％  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △9.8 〃  

評価性引当額の増減 0.2 〃  

住民税均等割 0.4 〃  

その他 △1.2 〃  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.8 ％  
    

  

リースにより使用する固定資産に関する注記 

１．ファイナンス・リース取引 

（1）リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、各種高圧ガスの供給設備及び製造設備（機械及び装置）であります。 

（2）リース資産の減価償却の方法 

所有権移転外ファイナンス・リース 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 
  
  

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

 １  年  内 1,627 百万円  

 １  年  超 2,035  〃  

 合     計 3,663 百万円  
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関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社等 
                                        （単位：百万円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の 
所有割合 

関連当事者との
関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 岩 谷 瓦 斯 株 式 会 社 100％ 
製品等の購入 
役 員の兼 任 

製品等の購入 43,498 買掛金 8,114 

子会社 岩 谷 興 産 株 式 会 社 100％ 
ファクタリング取引 
資 金の貸 付 
役 員の兼 任 

ファクタリング取引 31,775 
買掛金 8,588 

未払金 2,176 

資 金 の 貸 付 802 
長期貸付金 4,931 

資 金 の 返 済 1,191 

子会社 岩谷マルヰガス株式会社 100％ 
資 金の貸 付 
役 員の兼 任 

資 金 の 貸 付 － 
長期貸付金 7,200 

資 金 の 返 済 － 

  
  取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１．当社の消費税等の処理方法は、税抜方式によっているため、取引金額には消費税等は含めており 

        ません。 

    ２．製品等の購入につきましては、一般取引条件を勘案して決定しております。 

     ３．ファクタリング取引の取引条件につきましては、市場情勢を勘案して決定しております。    

    ４．子会社に対する貸付金につきましては、市場金利を勘案して利率を決定しております。 

  

１株当たり情報に関する注記 

   １株当たり純資産額 2,233円77銭 

   １株当たり当期純利益 215円75銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


